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新型コロナウイルス感染症対策について 

 

 政府は、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「緊急事態宣言」を

５月２５日に全面解除し、コロナ時代の新たな日常を取り戻すためのもう一段

の新たな対策として第２次補正予算案を昨日２７日に閣議決定したところで

ある。そのような時機に近畿ブロック知事会議を開催し、この未曾有の難局に

立ち向かっていく決意を共有できたことは大きな意義がある。 

 当会議のなかで、各府県から、コロナを克服するための医療体制の強化充実、

感染者等に対する偏見や差別の撲滅、事業継続のための環境整備、また雇用情

勢の悪化を受けた新たな雇用対策など、感染を抑えながら日常を取り戻してい

くため、様々な意見が出された。 

 今後、感染拡大防止と社会経済活動との両立を図るべく、近畿ブロック知事

会は心を一つに全力を尽くしていく。 

 政府におかれては、以下の点について措置を講じられるよう求める。 

 

記 

 

○感染拡大に歯止めがかかりつつある今こそ、日本の長所である感染症法や保

健所の機能を再評価し、感染者の早期発見、早期隔離、行動履歴調査といっ

た保健医療体制を強化すべく、地方のニーズに応える支援・助言を行うこと。 

 

○第２波・第３波に備えるため、ＰＣＲ及び抗原検査体制の充実、ＩＣＵの拡

大・整備などを図り、医療提供体制の強化を支援すること。また、福祉施設

や避難所等についても、必要な資機材の整備確保を行うとともに、換気対策

等の感染症対策への財政支援を行うこと。 

 

○コロナ対策に大きく寄与した公立・公的病院の体制を堅持するとともに、地

域の実情に応じて必要な医療が提供できるよう、一般病床を転用した際の病

床確保料の引上げやコロナの感染拡大により影響を受ける国民健康保険財

政への支援など中長期的な財政支援を行うこと。 

 

○感染者等に対する偏見や差別の撲滅に向けて病気の特性を周知広報すると

ともに人権や風評被害に配慮した対策を講じること。 

 

○緊急事態宣言による全国的な自粛の効果や行動類型に応じたリスクについ

て、疫学的な観点から分析・検証を行い、その結果を地方と情報共有するこ

と。 



 

○政府の補正予算で措置された各種支援策について、必要なら都道府県の力も

借りて必要な支援を速やかに行き渡らせるとともに、コロナ対策が長期にわ

たって必要と考えられることから、民間金融機関の無利子無担保融資の融資

限度額の引上げ等、事業を継続するための環境を整え、また地方の声を聞い

て対策の更なる拡充を図ること。 

 

○地域の経済を回復させるためには、地域の実情に応じて地方公共団体が工夫

して行う対策が必要であることから、交付金等については、制約なく地方の

判断で柔軟な執行ができるようにすること。また、経済・雇用情勢や「第２

波・第３波」への対応等に即して、追加の経済対策を講じるなど臨機応変に

対応すること。 

 

○地方の雇用不安を払拭するため、リーマンショック時と同様に基金を創設す

る等、未来に繋がる雇用創出対策を緊急に講じること。 

 

○今回の新型コロナウイルス感染症の流行時のような危機に際して、東京等の

大都市部に人口が集中することの脆弱性が顕在化したことから、過度な東京

一極集中を是正すること。また、これを助長していくための情報通信基盤等

の環境を整えること。 

 

○全国各地で十分な授業時間が確保できていない状況を踏まえ、特に今年度中

の学年のあり方を含めたカリキュラムの見直しの検討を行うこと。また、今

後に備えてＩＣＴやテレビを活用した授業の実施等の対策を行うこと。 
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